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熊本県の国際化政策の展開
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はじめに

熊本県の国際化政策

熊本県の国際的経済関係 ・外国貿易

国際化政策の課題

１． はじめに

　熊本県は，県内に大規模装置産業あるいは大規模工業地帯 ・地域が存在して

いない。唯一工業集積地となっ ているのは，１９８３年に計画され比較的順調に建

設が進行している「熊本県テクノポリス」だけであろう 。熊本県の生産構造は ，

このテクノポリスに設立した企業を除くと地域有機的な連関をもっ ているわけ

ではなく ，いわば地域単発的な製造業が存在するという形態になっ ている 。こ

うした生産構造であるがために熊本県の活性化をはかるための施策としては ，

製造業の誘致をはじめとして他府県とは異なっ た方向を探らなければならない

状況があ った。そこで熊本県は国際化政策の展開に地域活性化の可能性を求め

たのである 。

　こうした熊本県の政策は，他府県と異なっ た側面も提起している。それは東

京一極集中という状況のなかで，地方の復権あるいは浮上をはかるためには国

の政策に依存するだけでなく ，あるいは大企業に依存するのではなく ，地域

の産業特性の活用または世界市場へのさらなる進出をはかっていくことが必要
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であるということと ，同時に国内市場の開放をはかっていくことも必要であ

る， としていることである。さらに国際化を推進していくためには行政に依存

するだけでなく ，市民の自覚も必要であり ，企業においても地場企業，中小企

業の開放も必要であること ，地域性よりも世界性 ・国際性のある状況すなわち

地域という垣根を取り払っていくことの必要性を強調している。すなわち熊本

県の国際化は，都道府県自治体政策の一つの典型を示しているともいえるので
　１）
ある 。

　そこで本稿では能本県の国際化政策の基本方向を見ながら，国際的経済諸関

係， 特に外国貿易の状況と ，生産力発展計画の現状と問題点について検討する 。

　　１）熊本県の国際化政策について私は，「経済活性型 ・地域分散型」（あるいは地域

　　　分権型ともいえる）政策と命名した。次を参照されたい 。

　　　　岩田勝雄「地域の＜国際化〉の現状と今後の方向」杉野 ・江口編『現代日本の

　　　展開過程と地域課題』法律文化社，１９９３年所収，６１ぺ一ジ 。

２． 熊本県の国際化政策

　熊本県は１９９０年に『国際化のための総合指針』（以下『総合指針』と略す）と

いう国際化政策の基本方向を発表した。国際化政策の提示の背景には次のよう

な世界の構造変化があるとしている 。

　「世界は変化の中にある。ベルリンの壁の崩壊，東西両トイッの統合への動

きに象徴される＜ヤルタ体制＞の終焉，ＥＣ統合への着実な歩み，アジア太平

洋時代の本格的な到来など，戦後の国際秩序が地響きをたてて崩れ，新しい国

際秩序が生まれようとしている。こうした中で，世界の中で日本を，熊本県を

どう位置づけ，その急激な変化に対してどう対応していっ たら良いのか，が真

剣に問われている。＜国際化〉の必要性が強く叫ばれるのは，このような世界

の急激な変化に漢然とした不安感が抱かれているからである。その意味では ，

世界の構造的変化をどう理解し，これにどう対応するかが，＜国際化〉に問わ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６００）
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　　　　　　　　　　　　１）
れている中身と言 ってもよい」。

　国際化は，急激な世界の構造変化の中で日本の方向をどのように位置づける

のか，その中身を問われている問題であり ，したがって国際化は新しい潮流と

してとらえ，県政の重要な柱として取り組むものとしている 。

　そこで『総合指針』では国際化とはなにかということを定義している 。

　「＜国際化＞とは一般的にはモノ ，カネ，ヒト ，情報の国境を越える交流の自

由化であり ，言い換えれば，国家がかつて一元的に統制 ・管理していたモノ ，

カネ，ヒト ，情報の移動についての規制を撤廃ないしは軽減することである」。

「近年の交通 ・通信手段の飛躍的発展により ，モノ ，カネ，ヒト ，情報は，高

速， 大量，広範囲に移動するようになり ，国境にとらわれない経済活動，いわ

ゆる＜ボーダレス ・エコノミー＞化という現象が生じていることである。あら

ゆる経済面において，相互依存関係は一層深化し，各国とも ，もはや世界の動

きから孤立して自国の豊かさを追求することは不可能になっ てきている。自国

の経済発展のためには，進んで世界市場へ参加し，そこで市場経済体制に則 っ

た競争に耐え，良質の製品や必要とされる資本を提供し，あるいは調達し，自

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
国の経済を拡大していくことが必須となっ ている」。

　熊本県の『総合指針』で定義している国際化とは，モノ ，ヒト ，カネ，情報

の国境を越える交流の自由化であり ，これらの交流を妨げる規制や管理の撤廃

ないし軽減を意味するのであるとする。さらに国際化の進展とは，結局は自国

の経済発展を導くものであり ，世界市場競争に打ち勝つものであるとするので

ある。そのためには自国市場の開放，市場経済の一層の進展が必要なものとさ

れる 。

　それでは地方の国際化とは何かということになるとｒ東只一極集中による東

京と地方の格差問題がある。つまり ，これまでの外国との交流は江戸時代には

長崎の＜出島〉，明治維新以後は東京という新しい＜出島＞を通して行われて

きたものであり ，日本全体としては制度的に国際化されていても ，東只一極集

中のために地方が直接外国と接する機会がほとんどなく ，異文化接触が社会や

個人に与えるインパクトが地方まで波及しなか ったのである 。＜ボーダレス ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０１）
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エコノミー〉化という現象にしても ，日本におけるこれまでの主な担い手は ，

東夙に本社を持つ一部の大企業であり ，これらの企業が多国籍化していく過程

でボーダレス化が進行したのが実態である。ところが現在，全国各地で進展し

ている地方の国際化の動きとは，地方が主体性を持って東尺〈出島＞を経由せ

ずに直接，諸外国と交流しようとするものである。そして，このような海外と

の交流のチャンネルの多元化は，行政に限らず企業活動や市民生活の様々なレ
　　　　　　　　３）
ベルで進行している」。

　東只一極集中のもとでは地方にはモノ ，カネ，ヒト ，情報が集まらない。ま

してボーダレス化といわれる現象も一部の大企業による多国籍化によるもので

あり ，地方との格差は拡大するばかりである。そこで地方も直接諸外国と接す

ることすなわち国際化を進展することが課題となっ てきた。国際交流は，県 ，

市町村さらには市民生活にまで拡大してきているし，また「企業活動において

も， これまで大企業の下請けに専念したり ，あるいは狭い地域経済の中でだけ

しか活動してこなかった地方の中小企業が，直接海外との経済活動に取り組む
　　　　　　　　　４）
ようになっ てきている」。 こうした地方の国際化の進展は「積極的に国際化を

地域活性化の手段として活用していこうという姿勢が昭和５０年代後半から各地

で見られるようになっ た。 これは，石油シ ョッ ク以後の財政再建路線の中で国

からの補助金が削減されるようになっ たことと相侯 って，地方が本当にそれぞ

れの地方にふさわしい地域社会，地域文化，地域経済をつくっ ていこうと考え

れは考えるほと ，＜霞 ヶ関＞の中央官庁の発想を超えて，自ら，世界から学ぶ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
ことが不可欠であるとの認識が広まっ たためである」。 そして地方の国際化は ，

「これまでに東只に依存していた＜情報〉や＜刺激〉を，東兄を超えて直接世

界に求めることが可能となる。地方の国際化は，地方を東兄から自立させるこ

とにより ，地方を活性化するとともに真の地方自治を育て，ひいては日本社会

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
の分権化を促進させる意義を持っている」としている 。

　『総合指針』でいわれている地方の国際化の意義は，石油シ ョッ ク以降の財

政逼迫のなかで地方への補助金が削減され，そのために地方独自の財源を確保

しなければならなくなっ たことと ，地方が地方の独自性を発揮していくことが

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）
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社会，文化，経済の発展につながり ，やがては地方の自立化 ・分権化を促す契

機となる，というのである。また地方の国際化は，国際関係の安定に寄与する

ことであるし，国際協力の裾野の拡大につながることでもあり ，同時に「内な

る国際化＝熊本ナイゼーシ ョン」を進展していくことでもある，という 。

　それでは熊本県の国際化のビジ ョンは何に求めているかといえば，「魅力あ

る田園文化圏」の創造であるとしている。熊本県の特色ある地域づくりは具体

的にどのようにして形成していくかその中身は，次のようになっ ている 。１ ．

自立，自助の精神の酒養，異文化の理解と尊重，地球的規模の普遍的問題に対

する理解，コミュニケーシ ョン能力の養成，を目的とした県民の国際感覚の養

成， ２． 快適な環境（アメニティ）の創造，農業，工業，商業，観光の魅力あ

る田園文化の創造，３ ．姉妹都市提携，ヨーロッ パとの交流，アジア太平洋地

域との交流，その他の地域との交流と主要な国際交流地域，４ ．人類共通の課

題への取り組み，南北問題への取り組みをめざした地球的規模で考え，熊本で

行動する，の四つの柱から構成されている。このなかで「魅力ある田園文化

圏」の創造としてうたわれている中身は「すべての住民が庚適に暮らせる地域

空問であり ，農業を基幹として各種産業を振興させるとともに，新しい教育 ，

潤いのある文化を育み，緑豊かな環境の中で創造的な活動が営まれる郷土であ
　７）

る」。 さらにそれを実現するためには各種産業の発展が必要である 。その一つ

である工業については，「国際化は競争の激化をもたらす。地域市場は全国市

場となり ，国際市場とつながる。このような中で工業を振興していくためには ，

国際市場でも通用する強い競争力を持った産業群を形成していく必要がある 。

そのための具体的方法としては¢高度技術に立脚した企業の誘致と　地元企業

の高付加価値化が考えられる。企業誘致とは，すでに国際的な競争力を身につ

けた企業（外国企業を含む）に熊本に来てもらうことであるが，すでにテクノ ・

リサーチ ・パークに次々とハイテク企業が進出している。地元企業の高付加価

値化については，産 ・学 ・官の協力の下に設立されたテクノポリス財団が，先

端技術の開発と県内企業に対する技術，商品，人材，特許などの情報サービス

を行うことにより ，地元企業と世界の先端技術とを結ぶ窓口となることを期待

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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されている。しかし，何よりも経営者自身が，ボ ー一 ダレス化しつつある経済環

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）境を認識して経済活動の国際化を進める自覚を持つことが必要である」と述べ

ている。田園文化圏創造の基本的な担い手は工業であり ，それも国際的な競争

力を身につけた高度技術に立脚した企業であるとしている。こうした企業は内

外を問わず外部から誘致することの必要性を強調しているのである。また地元

企業の海外投資の拡大も国際化に対応するものとして位置づけられている 。

「地元企業の海外への直接投資や社員の海外駐在などの海外進出，杜内で研究

活動等に従事する外国人の登用や外資系企業との提携等，本県の企業活動は国

際化に向け今後ますます多様化していかなければならない。これは本県企業の

体質を強化する上でも重要である。一方これらの動向に対応し，企業の必要と

する海外情報を提供できる体制づくりが行われるとともに，熊本のビジネス環
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
境を国際化に対応して整備していくことも必要である」として国際化に対応す

るためには海外進出の必要性を述べているのである 。

　熊本県の地域活性化政策は，経済主導を志向せさるをえないという基本視点

のもとで，一方では企業誘致 ・産業誘致の必要性を，他方では海外進出の必要

性をうたうという一見相反する施策が提示されている。経済の国際化とは，も

ともと外国貿易の拡大，国際的資本移動の拡大，外国為替取引 ・国際金融市場

の拡大，国際的技術移転の拡大，労働力の国際的移動の拡大，経済協力の拡大

などを意味するものである。したがって熊本県の国際化施策は，経済的な側面

でいえは矛盾するものではない。しかし能本県の生産力水準，企業規模なとか

らいっ て， 現実に採用せざるをえない政策は，ハイテクあるいは高度技術集約

型・ 高付加価値産業の育成，導入であろう 。熊本県の地場企業における生産力

発展 ・技術発展とくに高付加価値化 ・高度技術集約化の可能性については，多

くの困難がある。高付加価値化 ・高度技術集約化に関しては，県内に進出した

大企業においてはすでに完成された生産体制をもっ て進出しているのである 。

したがって企業の生産力発展は，高度の技術をもっ た技術集約型企業であり必

然的に海外進出の方向を模索することになろう 。例えば日本電気は，半導体の

主力工場を熊本県に設置しており ，最近の計画でも半導体の最先端工場を能本

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）
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に建設する予定にある。この日本電気は国内でも工場を建設し，同時に海外で

も半導体の工場を設置するという経営が行われている。最近では「円高」を理

由にして海外生産比率を増大する方向にもある。これは日本電気に限ったこと

ではなく ，家庭電器，自動車などの日本の主要輸出産業において全般的に進行

している国際化現象である。ここにいわゆる日本経済の「空洞化」現象が生じ

ているのでもある。そうなると熊本県の提示している施策つまり企業誘致と海

外進出という政策は，同時に採用すべきものではなく ，地域の経済活動の拡大

を求める政策のほうが現実性をもつし，また地域経済の空洞化を生じさせない

ということになろう 。ただし地域経済の活性化ということで，やたらに企業誘

致・ 産業誘致を行うということは問題が大きい。これはかつての鉄鋼の王要生

産地であ った，北九州，和歌山，釜石，室蘭などで生じている地域経済の停滞

の例がある。鉄鋼生産の停滞 ・減少に伴いかつての主要生産地からの撤退ある

いは生産縮小は，地域経済の根幹をつき崩す要因になっ ている。すなわち地域

経済が単一企業あるいは大規模企業への依存度が大きければ大きいほど，その

企業の生産縮小 ・撤退は地域経済に与える影響力は大きいということである 。

今後日本経済は，大幅な景気拡大あるいは生産力拡大は困難になろう 。地域経

済も日本経済の動向と同様に一地域のみの経済的発展は期待できない状況にあ

る。 そうなると熊本県が提起しているような施策は，現実には非常に困難なも

のといわさるをえない。その意味では地域経済の活性化政策は，企業誘致 ・産

業誘致ではない地元企業を中心に地域特性を活かした方向に転換する必要性が

あろう 。

　熊本県の国際化政策を経済的な側面を中心にしてみてきたが，さらに熊本県

は他府県と異なっ た国際化政策を提起している。それは「地球規模で考え，熊

本で行動する」というスローガンのもとで提示されている「人類共通の課題へ

の取り組み」および「南北問題への取り組み」である 。「人類共通の取り組み」

に関しては，主として環境問題を取り上げているのであるが，「南北問題」に

関しては，「政府開発援助（ＯＤＡ）予算の量的拡大とともに，その質的充実が

求められており ，このためには，従来の東只を中 。し・とする実施体制ではきめ細

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０５）
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かい対応ができないという状況がある。他方，地方においても，国際化が進展

し， 国際問題に対応する理解が深まるとともに，国家の貢任を分担し，その要

請に応えるという以上に，国際協力を幅広い住民参加を得た国際交流の一形態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
として地域活性化に役立てようという姿勢が生まれてきた」という認識に立 っ

ている。すなわちＯＤＡの増大は，国際協力においてもきめ細かい対応が必要

であるが，東只一極集中のもとではそうした対応もできない。そこで地方の住

民参加の下での対応が必要になっ てくる。こうした対応は結局は地域の活性化

に繋がっていくものであるとするのである。そこで熊本県の南北問題に関する

施策はどのようにすることが必要かといえば，「本県では，従来より ，様々な

形での技術研修員の受け入れや青年海外協力隊員の派遣などを行ってきたが，

さらに本年２月には，国立熊本病院が中心になっ て財団法人〈国際保健医療交

流センター＞が設立された。これは熊本に散財する豊富な人的 ・物的医療資源

を開発途上国への医療協力に役立てようというもので，すでに財団が設立され

る前の８８年から国立病院が中心となっ て海外から研修員を受け入れており ，今
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）後とも同財団の着実な発展を支援していく必要がある」としている。発展途上

国への具体的な施策としては，医療協力であり ，研修員の受け入れであるとし

ているのである。これは熊本県独自の具体性をもっ た派手ではないが内容のあ

る政策ということができよう 。南北問題は，国民経済問の問題として位置づけ

られているが，その解決策は，中央政府の施策だけでなく地方においても実行

可能であるということである。すなわち地方においても政府の政策を補完し
，

さらに地域特性を活かした政策は可能であるということを示すものである。こ

の限りでは熊本県の政策は，他の府県の参考になるであろうが，今後は医療協

力だけでなく他の政策も追求していくことも必要であろう 。

　なお熊本県の姉妹都市提携は，アメリカ，ドイツ，オーストラリア，イタリ

ア， ブラジル，中国，韓国の７カ国と行っている。アメリカは１州，３市，ド

イツ１市，オーストラリア１市，イタリア１市，ブラジル２市，中国１自治区 ，

１市，韓国１州，４市町村の合計１７の州，自治区，市町村との提携である。市

町村別でみると県は２州，１自治区，熊本市３市，本渡市１市，菊水町１市 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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鹿本町１市，大津町３市，氾水町１町，阿蘇町２市，波野町！町，白水村１町

となっ ている 。熊本県は１１市，６２町，２１村より構成されているが，姉妹都市提

携を行っているのは，わずか１０％にも満たない９市町にすぎない。こうした現

状に関して，『総合指針』では次のように提起している 。「現在，全国で約８００

余りの姉妹都市提携があるが，一説にはその約３分の１が休眼状態にあると言

われている。人問生活と違 って，姉妹提携関係には＜離婚＞がないので，一旦

姉妹都市提携を結んだ以上，それを双方にとりプラスになるように工夫をして

いくことが必要である。熊本県の場合は米国のモンタナ州，韓国の忠清南道 ，

中国の広西壮族自治区とそれぞれ姉妹都市提携を結んでいるが，米国モンタナ

州とは＜経済交流＞ ，韓国忠清南道とは＜青少年交流〉，中国広西壮族自治区と

は＜技術交流〉を中心に，総花的ではなくそれぞれの交流の力点を明確にして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
姉妹提携関係を深めていくことが重要である」として，姉妹都市提携の数は少

ないが，それぞれに力点を置いた内容のある交流を行っていることを強調して

いる。さらに今後の姉妹都市提携の方向はヨーロッパ，アジアにあるともして

いる。特に熊本県のスローガンである「魅力ある田園文化圏」の創造は，ヨー

ロッパから学ぶものは大きいということ ，またアジア圏はＮＩＥ ｓ， ＡＳＥＡＮに

代表されるように巨大な太平洋経済圏が形成されつつあり ，熊本県もこれらの

地域との関係を抜きにしては今後の発展は考えられないということ ，を提起し

ている。熊本県の姉妹都市提携の基本は，それぞれに「力点」を置いた関係を

形成していくということで，その限りにおいては姉妹都市関係を内実化してい

くことになろう 。ただし『総合指針』で提起しているような発展途上国との関

係， 人類共通の問題の関係の追求などの課題設定からすれば，韓国，中国以外

のアジア地域あるいはアフリカ，ラテンアメリカ地域との交流活動も行 ってい

　　　　　　　　　１３）
くことが必要であろう 。

１）　『国際化のための総合指針』熊本県，１９９０年，はしがき 。

２）同上書，７ぺ一ジ 。

３）同上書，９ぺ一ジ 。

４）同上書，９ぺ一ジ 。

（６０７）
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　５）同上書，１０ぺ一ジ 。

　６）同上書，１０ぺ一ジ 。

　７）同上書，１９ぺ一ジ 。

　８）同上書，２０ぺ一ジ 。

　９）同上書，５０ぺ一ジ 。

　１０）同上書，２５ぺ一ジ 。

　１１）同上書，２５－６ぺ一ジ 。

　１２）同上書，２２ぺ一ジ 。

１３）熊本県の国際化政策を経済的な側面と，姉妹都市提携に見てきたがさらに国際

　　化政策を推進していくためには基盤整備が必要とされるとして『総合指針』では

　　次の点が掲げられている 。

　　　国際化に対応した施設として，１ ．交通体系の整備，ここでは熊本空港の国際

　　化，三角，八代，水俣，熊本港の整備，２ ．国際交流拠点の整備として県立劇場 ，

　　アスペクタの活用，経済協力拠点，国際協力拠点，環境問題に関する交流拠点の

　　整備が必要とされるとしている。国際化推進体制の整備としては，民問の国際交

　　流団体の育成と支援，庁内推進体制の整備と職員の国際感覚のかん養，市町村と

　　の連絡協力体制の整備が提起されている 。

３． 熊本県の国際的経済関係 ・外国貿易

　熊本県の国際化政策を『総合指針』を中心に検討してきたのであるが，それ

では熊本県の国際的経済諸関係はどのようになっ ているのであろうか。ここで

はとくに熊本県の外国貿易の特徴について分析する 。

　熊本県の産業構造とくに鉱工業の生産状況をみると鉱業は全体の１％未満に

すぎず，製造業の比率は９９％を占めている。製造業のなかで比率が高いのは機

械工業で約４０％を占め，続いて食料品 ・たばこ１７％，繊維８％，化学７％，金

属製品７％などとなっ ている。機械工業のなかでは電気機械が２３％，一般機械

が９％，輸送用機械が７％となっ ている。熊本県は鉄鋼，石油化学，アルミニ

ュウムなどのいわゆる大型素材産業 ・装置産業などの産業部門が存在しておら

ず， 加工産業主体の工業生産構造となっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０８）
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　第１表は熊本県生産品の外国貿易推移である。１９９０年の熊本県の外国貿易は

総額２ ，６６０億円となっ ており ，熊本の工業出荷額２兆２ ，７６８億円の１２％が輸出さ

れていることになる。熊本県の外国貿易は ，１９８５年３ ，２２０億円を記録しており

その後は金額では減少してきたが１９８８年以降再び増加傾向を示している。熊本

県の輸出は機械機器類の比重が大きく ，１９９０年では２ ，５３０億円，総輸出額の

９５％を占めている。輸出額の最高を記録した１９８４年では総輸出額３ ，２２０億円の

うち機械機器は２ ，８２８億円，比率にして８８％となっ ている。機械機器類以外の

輸出は化学品，非鉄金属などであるが最近はいずれも減少している。金属品は

１９８３年では８０億円の輸出を記録したが１９９０年にはわずか２億円にすぎなくなっ

ている。食料品，繊維製品などは金属，化学品などと同様にいずれも輸出は低

下している 。

　　　　　　　　　　第１表熊本県生産品の輸出額推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）１ ，ＯＯＯ万円

１９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

総　　　　　額
２２ ，２２３ ３２ ，２０８ ２９ ，６９２ ２２ ，９１２ １９ ，５６４ ２１ ，２１８ ２３ ，８６６ ２６ ，６００

食料 ・飲料
４９１ ６７２ ４９５ ２４９ １９１ １１５ １０２ １２２

繊維 ・同製晶 ４６７ ４７９ ６０４ ２８！ ２０２ ８６ １９ １３４

化学 ・同製品 ８ユ１ ９９６ １， １２４ ６５７ ５１４ ５１５ ６２９ ５２２

非金属 ・同製品
１， ０９６ １， ２３６ １， ２９３ ８５０ １， ０３１ ３８５ ４４０ ４５６

金属 ・同製品 ８０４ ５１０ ５３７ ５２７ ２２８ ２８ ２７ ２０

機械機器
１８ ，５１８ ２８ ，２８２ ２５ ，６０４ ２０ ，３２８ １７ ，３６３ ２０ ，０７４ ２２ ，６３７ ２５ ，３０６

そ　　の　　他 ３６ ３３ ３５ ２０ ３４ １５ １１ ４１

（出所／ 『熊本県貿易統計』熊本県商工労働部　各年次よ｝）作成

　第２表は，熊本県の輸出品の上位１０品目を示している。熊本県の外国貿易状

況に関しては，資料が１９８３年以降に限定されているがために，！９７０年代の外国

貿易状況が把握できないが，１９８０年代に関しては集積回路，オートバイが輸出

の主要部分を占めていることである 。１９８３年には集積回路の輸出は７４６億円 ，

輸出総額の３３％であり ，オートバイは５３０億円，比率２４％となっ ている。この

２品目で合計１ ，２７５億円，比率で５７％となっ ているが，この集積回路と ，オー

トバイはその後も輸出に占める比率を増大させ、１９８５年オートバイ１ ，１１６億円 ，

集積回路６８０億円，合計１ ，７９６億円，比率６０％，１９８８年では集積回路９９８億円 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０９）
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オートバイ７３１億円，合計１ ，７２９億円，比率８２％，１９８９年集積回路１ ，１４８億円
，

オートバイ６５９億円，合計１ ，８０７億円，比率７６％，１９９０年集積回路１ ，５０２億円
，

オートバイ６８４億円，合計２ ，１８６億円，比率８２％となっ ている 。１９８０年代の前半

では磁気ヘッ ド， 化学繊維，鉄鋼，電気機器設備などの輸出が行われていたの

であるが，１９８０年代後半になると輸出は集積回路，オートバイの２商品に集約

されてきているのである。１９９０年における２商品の輸出に占める占有度は８０％

を超えているのであるから熊本県の外国貿易はいかに特殊な構造をもっ ている

かを示している 。

　　　　　　　　　　　第２表　熊本県の上位輸出品目推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）１ ，Ｏ００万円

１９８３ １９８５ １９８８ １９９０

品　　　目 金額 品　　　目 金額 品　　　目 金額 品　　　目 金額

１ 集積回路
７， ４６０ オートバイ

１１ ，１５６

集積回路
９， ９７５

集積回路
１５ ，０１８

２ オートバイ
５， ２９４

集積回路
６， ７９６ オートバイ

７， ３１４ オートバイ
６， ８４４

３ 磁気ヘッ ド ８６２ 電子機器部品 １， １６０ 電子機器部品 １， ５３２ 電子機器部品 ５３５

４ 真　　　珠 ７５８ 電気生産設備 ７９２ 生産用 コンベア ６９３ 真　　　珠 ４５３

５ 化学繊維 ４０５ 真　　　珠 ７５２ その他の機械 ５２１ ポリビニル
アルコール

３５０

６ タンク部品 ３８２ 人造黒鉛電極 ５１３ 真　　　珠 ３５４ 紙 ７７

７ テレビ部晶 ３３３ ポリビニール ４３４ ポリビニル １９８ マグネシア
アルコール アルコール クリンカー

５１

８ 人造黒鉛電極 ３２７

化学繊維 ４０３ ソルビン酸 １５８

乾燥椎茸
３３

９ 鉄　　　鋼 ３２７ 鉄　　　鋼 ３８６ その他の繊維 ５８ 小　麦　粉 １４

１０ 電気機器
生産設備

２７１

ジュース
２１１ 医　薬　品 ４７ 鉄　　　鋼 １０

そ　の　他
５， ８０４ そ　の　他

７， ０９１

そ　の　他 ３６７ そ　の　他 ４１

合計 ２２ ，２２３ ２９ ，６９２ ２１ ，２１７ ２６ ，６００

（出所）第１表と同じ

　第３ ，４表は，熊本県の地域別 ・国別輸出状況である。熊本県の輸出地域は

北アメリカ，アジア，ヨーロッパの順になっ ている 。１９９０年の輸出では北アメ

リカは９６１億円，アジア７０８億円，ヨーロッパ４９６億円などとなっ ている。北ア

メリカは熊本県の第１位の輸出先地域であるが，近年その比率は低下傾向にあ

る。１９８６，７年とも北アメリカの輸出比率は４０％を超えていたのが１９９０年になる

とその比率は３６％と低下している。北アメリカの比重が低下している中で，ア

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１０）
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第３表　熊本県の地域別 ・国別輸出推移

１３

（単位）１ ，ＯＯＯ万円

１９８３ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

総　　　　　　額 ２２ ，２２３ ３２ ，２０８ ２９ ，６９２ ２２ ，９１２ １９ ，５６４ ２１ ，２１８ ２３ ，８６６ ２６ ，６００

ア　　ジ　　ア ４， ９９１ ８， ０５１ ６， ８５０ ５， ０８９ ４， ８４１ ６， ８４９ ７， ４６４ ７， ０８１

ヨーロ　ツ　
ノく ４， ８５３ ５， ６５７ ６， ８３６ ４， ４０８ ３， １７４ ４， １４０ ４， １８９ ４， ９６０

司ヒア　メ　リ　カ ８， ３１０ １２ ，５９５ １１ ，２２５ ９， ８２９ ９， １１６ ６． ８２９ ７， ９７６ ９， ６ユ３

ラテン ・アメリカ ３７８ １， ８７０ ５１１ ６３５ ６３４ ユ， ２３９ １， ５０１ ８５６

大　　洋　　州 ５１５ １， ２２０ ５９０ ２６７ ３２５ ３３２ ２９４ ３４６

ア　フ　リ　カ ２１６ ３２２ ８０９ ９３７ ６９０ １４９ ８ユ４ １， ８５７

中　　近　　東 １， ４０６ １， ４２８ １， ５７３ ７２５ ４０６ ２３７ ２１９ ２７４

１日ソ連 ・中国
１， １６９ ５５８ ８９５ ４９９ １９１ ユ， ３２７ １， ０４２ １， １９４

不　　　　　明 ３８４ ５０４ ４０３ ５２４ １８６ ユ１５ ３６７ ４ユ９

（出所）第ユ表と同じ

ジアの比率は漸増している 。１９８０年代の輸出比率は２０％前後であ ったのが ，

１９８８年からは３０％を超えるようになっ てきている。アジア地域には中国を含め

ていないが中国を含めると熊本県の輸出地域は，１９８８年以来アジア地域が首座

を占めているのである。ヨーロッパ地域は，１９８５年をピークにしてその後は停

滞ないし低下傾向にあり ，大洋州地域は１９８４年を最大にして低下している。中

近東地域も１９８０年代前半をピークにしてその後は低下している。アフリカ ，ラ

テン ・アメリカ地域は年次によっ てばらつきが大きく一定の法則的貿易傾向は

みられない 。

　熊本県の貿易を国別に見ると ，アメリカが各年次において第１位を占めてい

る。１９８３年のアメリカヘの輸出は７１２億円，比率は３２％，１９８５年輸出額１ ，０２７億

円， 比率３５％，１９８８年輸出額６２５億円，比率２９％，１９９０年輸出額９２９億円，比率

３６％となっ ている。アメリカ市場は輸出比率の変動は小さいが，輸出額の変動

は大きい。１９８５年の輸出額は１ ，ＯＯＯ億円を超えているが，１９８８年には６２５億円と

４００億円近い減少になっ ている。１９８５年はいわゆるプラザ合意がなされた年次

で， 大幅なドル安 ・円高を記録した。熊本県の貿易額は，多くはドル建て輸出

額を円換算しているがために，大幅なドル安 ・円高は円輸出金額を小さくする

傾向をもつのである。アメリカヘの主要輸出品は，集積回路，オートバイ ，真

珠で１９９０年の輸出金額はそれぞれ６８６億円，２２７億円，１３１億円となっ ており ，
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第４表　能本県の輸出上位国推移
（単位）１ ，０００万円

１９８３ 金額 １９８５ 金額 １９８７ 金額

１

アメリカ
７， １１５

アメリカ
１０ ，２７３

アメリカ
８， ２０３

２ シンガポ ール
１， ４０３

ノルウエー
２， ５４３ 韓 国 ８７７

３ 西ドイツ
１， ２８１

西ドイツ
１， ２５７

西ドイツ
８７２

４ 香 港 １， １６１ 香 港 ９１６ 香 港 ８１６

５ イギリス
１， ０１４ 中 国 ８１３ 台 湾 ７３０

６ 中 国 ９５７ 韓 国 ７８７

イギリス
６４９

７ ギリシア
７０８ シンガポール ７３２ シンガポ ール ５８８

８ 台 湾 ６００ フイリピン ７２９

フランス
４１７

９ 韓 国 ５８６ 台 湾 ７０３ カ ナ ダ ３４２

１０

フランス
５６６

リベリア
５８５ ス イ ス １６６

その他
６， ８３３

その他
１０ ，３５３

その他
５， ９０５

合計 ２２ ，２２３ ２９ ，６９２ １９ ，５６４

１９８８ 金額 １９８９ 金額 １９９０ 金額

１

アメリカ
６， ２５３

アメリカ
７， ３１９

アメリカ
９， ２８６

２ 中 国 １， ３１５ 韓 国 １， ４２５

リベリア
１， ７３８

３ 韓 国 １， ２３４

西ドイツ
１， ２５６ シンガポール

１， ５０１

４

西ドイツ
１， １３６ 台 湾 １， ２５６ 韓 国 １， ３２ユ

５ 香 港 １， １０３ 香 港 １， １２９

西ドイツ
１， ２６１

６ 台 湾 １， ０５６ シンガポール
１， １１１ 中 国 １， １９０

７ シンガポール ９７５ 中 国 １， ０２６ 香 港 １， １６６

８ イギリス
８３２

イギリス
８８１

イギリス
１， ０７６

９

フランス
６６４ ノく ナ マ

７２５ 台 湾 ９７４

１０ ノく ナ マ ４３０

リベリア
６７１

マレーシア
９０９

その他
６， ２２１

その他
７， ０６７

フイリピン ３５３

合計 ２１ ，２１８ ２３ ，８６６ ２６ ，６００

（出所）第１表と同じ

その他に海産物，有機試薬，乾燥椎茸，金庫などが輸出されている 。

　１９９０年に熊本県の輸出先の第２位を占めたリベリアは，特殊商品（中古船）

輸出が増大したためである。したがって熊本県の輸出先としては，安定した市

場として位置しているわけではない 。

　熊本県の輸出において近年増加傾向を示している国 ・地域は，シンガポール ，

韓国，中国である。シンガポールヘの輸出は１９９０年に１５０億円を記録している

が， その主な輸出品は集積回路である 。１９９０年の集積回路の輸出金額は１４４億
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円で，シンガポール輸出の９６％を占めているのである。韓国もまた輸出先とし

ては増大傾向にある 。１９９０年の輸出は１３２億円，熊本の総輸出の５％を占めて

いる。主な輸出品は集積回路，石油プラントで，輸出の９０％は集積回路である 。

中国への輸出は１９９０年には１１９億円を記録している。主たる輸出品は，オート

バイ ，集積回路などで，１９９０年ではオートバイ１１０億円，集積回路３億円とな

っている。中国への輸出は，シンガポール，韓国と異な ってオートバイの比重

が高くなっ ている。その他西ドイッヘの輸出は集積回路，オートバイ ，イギリ

スヘは集積回路，電子部品，オートバイなどとなっ ている。台湾，香港などへ

の輸出も集積回路がそれぞれ９０％前後の比率を占めている。このように熊本県

の輸出先は，集積回路，オートバイの輸入国が上位国を占めているという特徴

をもっ ている。集積回路の輸出は ，１９９０年１ ，５０２億円であるが，そのうちアメ

リカ４６％，シンガポール１０％，韓国８％，西ドイツ，台湾６％，マレーシア

５％，その他とな っている。集積回路の輸出先は数十カ国に及んでいるが輸出

額・ 数量とも上位の数カ国に集中しているのである。オートバイも集積回路と

同様に数十カ国に輸出されているが，輸出上位国はアメリカ ，中国，そしてヨ

ーロッパ諸国となっ ている。オートバイが集積回路の輸出先と異なっ ている点

は， 中国，ラテンアメリカ等への輸出が多いということである。集積回路は一

定の工業化が進展している諸国かあるいは多国籍企業などの海外現地工場への

部品供給として輸出されるが，オートバイは耐久消費財であることから自ずか

ら輸出先が異なるのである 。

　熊本県の主たる輸出品は，集積回路，オートバイであるが，これらは九州日

本電気および本田技研熊本製作所の生産によるものである。九州日本電気は

１９７０年に操業を開始した企業で，ＯＡ機器やコンピューターなどに用いられる

集積回路などを生産している。最近の計画では，最先端をいく１６メガビ ットの

ＩＣ生産工場を建設するということであり ，ＩＣ生産では日本電気の主力工場と

もいえる存在である 。本田技研熊本製作所は１９７６年に設立された工場である 。

主たる生産品目はオートバイ ，農業用トラクターなどであり従業員は３
，ＯＯＯ名

を超えている。日本電気，本田技研とも日本の主要な輸出企業であり ，熊本工
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場もその例外ではない。両工場とも生産品は，国内だけでなく国外にも市場を

求めている。本田技研熊本製作所の販売は，１９９２年３月実績で国内向けは４９％ ，

輸出も４９％となっ ている。輸出の内完成品輸出は２９％，現地生産向け部品輸出

は２２％となっ ている。この本田技研の輸出実績に示されているように，輸出は

完成品と現地生産向け部品輸出に二分されている。今日の日本の商品輸出の特

徴すなわち完成品と現地生産の拡大に伴う部品輸出の増大という特徴が熊本県

の輸出状況にも現れていることである 。

　こうした熊本県貿易の特徴はどのような問題があるであろうか。熊本県の輸

出は，特定の企業に限定されているということである。特に日本電気，本田技

研は熊本県の地場資本ではなく ，１９７０年代に熊本県に工場を建設した企業であ

る。 特定の企業に輸出が集中しているということは，仮にこの２社が生産を止

めた場合あるいは工場を撤退した場合には，輸出の大幅な低下を招くことにな

ろう 。こうした状況は非現実的な事態ではないということである。日本電気 ，

本田技研でも海外現地生産は拡大している。現地生産の拡大は，いわゆる産業

の空洞化現象を生じさせることになる。日本電気では当面は新鋭工場の建設を

計画しているが将来的にも生産拡大が保証されているわけではない。数年前の

半導体不況時には生産縮小も余儀なくされたのであ った。まして日米半導体摩

擦に代表されるように，半導体生産は現在転換期に入っている。したがって特

定の商品のみに特化した輸出は，景気の後退，代替品の生産あるいは他国での

同一産業の生産拡大などが生じた場合は，脆弱な構造であるということができ

よう 。熊本県の貿易はＩＣ，オートバイなどの商品に輸出が限定されているが

ために，輸出先も限定されている。熊本県の将来構想でいけば，アジア地域と

の交流の拡大を期待している。アジア地域との貿易拡大をはかるためには輸出

品の多様化がなされなければならないであろう 。しかし現状は貿易の拡大は特

定品に限定されているために拡大の可能性が小さいということになる。仮に熊

本県は貿易の拡大を求めるならば，輸出の拡大ではなく ，輸入の拡大を求めて

いくことも必要であろう 。地域経済の活性化の一手段として貿易の拡大それも

輸出の拡大を探求するということが多くの自治体での政策目標となっ てきた経
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緯がある。そのために先端産業あるいは高度技術集約型産業の導入あるいは工

業団地の建設などの政策手段がとられてきたのであ った。熊本県もその例外で

はなかったであろう 。『総合指針』においてもこうした施策を追求しようとす

る方向性が提示されている。確かに新たな輸出産業 ・企業の導入は，経済活性

化， 輸出増大を可能にするであろう 。しかし今日の世界経済の構造転換，ある

いは日本経済の構造からして生産力発展 ・経済成長の持続という政策は，今後

も追求できるものではない。貿易においても輸出の拡大ではなく ，輸入の拡大

を求める政策も必要になっ てきているのである。輸入の拡大は地域産業の生産

低下 ・停滞を招くという側面は否定できないが，それだけでなく国際分業関係

が円滑に形成されていくならば，むしろ安定的な地域経済の形成に寄与する場

合もある。例えば香港などはその一つの例として掲げることができよう 。これ

からの地域の国際的経済関係は，輸出の拡大を求める政策から輸入の拡大をお

こなえるような構造に転換することも必要である 。

　なお熊本県内企業で輸出入を行っている企業数は，１９９２年現在，輸入８０社 ，

輸出３３社の合計１１３社となっ ている。輸入企業の方が多いのは，食料品，雑貨 ，

衣料品などを扱う中小企業が多いためであり ，輸出企業が少ないのはそれだけ

熊本県の生産構造において輸出産業が未発達であることと ，輸出企業が一部に

偏在しているためである。また熊本県企業の海外進出状況は，３８社となっ てい

る。 そのうち海外生産を行っている企業は１８社であり ，その他は小売り ，サ ー

ビス，金融などとなっ ている。熊本県に進出している外資系企業は４社であり ，

計画中は２社である。進出している企業は日本企業との合弁である印刷，化学 ，

金属製品製造で，それぞれカナダ，ドイツ，アメリカの企業である 。

４． 国際化政策の課題

２１世紀に向けた日本経済あるいは地域経済は，生産力発展 ・持続的経済成長

という課題を転換することが必要であると思われるが，熊本県の政策は依然と

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１５）



　１８　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第５号）

して経済成長路線をとっ ているように感じられる。その典型は熊本テクノポリ

スであろう 。熊本テクノポリスは，１９８２年にその構想が発表され，１９８４年に開

発計画承認，テクノリサーチパーク造成工事着工，１９８５年電子応用機械技術研

究所開所，１９８６年分譲開始，１９８８年能本大学地域共同研究センター開所，１９９０

年進出企業決定，１９９１年第２期開発構想発表という経緯をたどってきた。第１

期の計画目標によれば，周辺の鳥子工業団地，熊本中核工業団地などを含めて

工業出荷額は１９９０年で１１ ，６６９億円，工業従業者４５ ，８６１人，人口８５６ ，１５４人とな

っている。テクノポリス圏の研究開発拠点としては，テクノリサーチパーク ，

第２テクノパーク ，菊池台地研究開発を，生産拠点としては，森水，川辺地区 ，

熊本中核工業団地，鳥子，北甘木台地を，流通拠点としては空港，流通団地を

予定している。圏地内の進出企業数は約９０社となっ ている。また能本テクノリ

サーチパークの総面積は約４０ｈａであり ，進出企業数はハイテク企業を中心に

して１４を予定している。現在進出を決定している企業は１４であるが，現時点で

操業している企業は，ＩＣ，コンピューターシステム開発，太陽熱温水器，制

御機器，試薬製造，通信システム開発，ハードディスク開発など１０杜であり ，

操業が未定の企業も４社ある。進出が決定している１４社のうち熊本県内企業は

５社，県外企業は７社となっ ている。操業未定の企業の内１社は外資系企業で

ある。この熊本テクノパークは，いわゆる先端産業 ・ハイテク産業を中心とし

た構成で，従来の能本の産業構造を転換する内容を持ていることは事実であろ

う。 ただし構想 ・計画を建てた時期と今日では日本の経済状況が大きく変化し

てきている。このテクノパークを熊本県の経済活性化に活かすとするならば ，

前述のように輸出志向ではなく ，地場産業との結合を求めていくことが必要で

あろうし，また『総合指針』の基本方向を活かすとするならは発展途上諸国と

の結合，例えは技術提供，研修者養成，共同研究なとを行っていくことも必要

　　　１）
であろう 。

　熊本テクノポリス建設に象徴されるように熊本の政策は，地域活性化を経済

的な側面を中心に追求してきたのであ った。しかし熊本県の政策は，経済中心

（生産力増大 ・競争力増大など）のなかにも地域分散 ・地域分権を課題として提起
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するという内容をもっ ている。こうした両側面をもっ ていることが熊本県の国

際化政策の特徴ということもできよう 。

　そこで熊本県の国際化の特徴を改めて整理すれば，次のようにいうことがで

きよう 。

　能本県の国際化政策の特徴は，東只一極集中から地域の特性を活かした産業

誘致政策と生産力増大に伴う地域経済活性化を目指すものとなっ ている。熊本

県で作成した企業誘致 ・産業誘致カイトフソ クでは，ハイテク ・高度技術者な

どの人材の豊かさ ，航空 ・道路などの交通網整備，工業用地の整備，ハイテク

産業を中心とした企業集積，さらには熊本県テクノポリス計画などを掲げてい

る。 この熊本県の企業誘致 ・産業誘致政策からみれば国際化政策は，地域経済

活性化のための企業誘致であり産業誘致であることに変わりはない。もちろん

熊本県の国際化政策は，地域の自立化を目指すということがうたわれている 。

しかし国際化政策の基本的視占は，政治 ・経済 ・文化 ・教育なとの東京一極集

中から地方への分散をはかることである。地域の自立化は，とりわけ経済的な

分散すなわちハイテク ・高度技術集約型大企業の誘致を行うことによっ て可能

になるというものである。熊本県の『総合指針』では，「魅力ある田園文化の

創造」というビジ ョンを掲げている。熊本の自然や環境を活かすことは，国際

化の進展につながっていくということを強調しているのである 。『総合指針』

では国際化の進展は上のように描かれているけれども ，熊本県の国際化政策の

基本は，企業誘致　産業誘致，経済発展であるということは，別の側面からみ

れば自然の保護や環境問題と対立するということである。こうした問題をいか

に克服していくかが熊本県に問われている今後の課題である。さらに国際化政

策は，アジア諸国との交流の具体化をはかることも必要であり ，住民を主体と

した交流体制の確立も追求していかなければならない課題でもある 。

１）テクノポリス計画の第２期は，１ ．現在の地域企業の技術高度化への意欲の高

　まりを，創業力を高める技術改善や技術獲得，２ ．産業 ・生活基盤は，起業化を

　支援する熊本テクノ ・リサーチパークの整備や第２テクノパークの建設とそこで

　活動する技術者 ・研究者を引きつける魅力的な＜住 ・遊〉環境 ・都市機能の充実 ，

　　　　　　　　　　　　　　（６１７）



２０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第５号）

　　を掲げている。『ＴＥＣＨＮＯＰＯＬＩＳ』（熊本県商工観光労働部工業振輿課テクノポ

　　リス推進室）１９９２年，２２ぺ一ジ 。

　　　また国際化への対応としては，次のように提起している 。

　　　「くまもとの地域企業においても ，製品輸出のための営業拠点を海外各国に開

　　設したり ，製造拠点を東南アジア等に設置する例も増えつつあります。海外工場

　　の技術指導や海外技術者の受入研修も ，九州日本電気や本田技研熊本製作所をは

　　じめとして企業ごとに本格化し始めています。そういっ た地域企業の国際化の進

　　展を考慮し，国際交流を支援する体制づくりを一層すすめていきます。国際会議

　　場，国際交流会館，国際空港，標識等の国際化なとの基盤施設，膚報提供事業や

　　交流活動を促進する事業などです」（同上，２４ぺ 一ジ）。

（６１８）


